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証券コード　7619

平成30年６月７日

株 主 各 位

東京都品川区南大井三丁目２番２号

田 中 商 事 株 式 会 社
代表取締役社長 鳥 谷 部 　 毅

第57回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第57回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月21日（木曜日）
午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年６月22日（金曜日）午前11時
２．場 所 東京都品川区南大井三丁目２番２号

田中商事本社ビル７階 多目的ホール
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第57期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事
業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査等委員
会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第57期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以　上

１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提
出くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修
正が生じた場合は、当社ホームページ（http://www.tanakashoji.co.jp）に掲
載させていただきます。

２．本総会は、ノーネクタイの「クールビズ」スタイルにて対応させていただき
ますので、株主の皆様におかれましても軽装にてご出席くださいますようお願
い申しあげます。

－ 1 －

株主各位
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益及び雇用・所得環境の

改善が続くなど、緩やかに回復しましたが、景気の先行きは、米国の政策

動向を初め世界情勢における懸念材料から不透明感が続く状況となってお

ります。

　当企業グループの属する建設関連業界におきましては、公共需要は年間

を通し比較的堅調に推移したものの、民間需要につきましては、年度前半

は公共投資が下支えとなり堅調に推移したものの、年度後半になるにつれ

需要に停滞感が見られ厳しい状況で推移しました。

　加えて労務費、資材費の高騰が長期化しており、中堅以上の需要に対す

る競争が激化するなど、利益面において厳しい環境で推移しました。

（当社の取り組み）

　このような状況の中で、当企業グループにおきましては、経営戦略の柱

の1つとしている営業ネットワーク網の更なる充実を図るべく、昨年12月に

兵庫県神戸市に神戸営業所を開設いたしました。また、物件受注戦略の更

なる推進を図る為、得意先ベースの強化、社員の教育・育成による現場の

対応力向上で積極的な受注活動を行ってまいりました。

　この結果、当連結会計年度の連結売上高は27,857,715千円（前期比

96.7％）となり、利益面におきましては営業利益890,811千円（前期比

79.9％）、経常利益899,559千円（前期比80.0％）、親会社株主に帰属する

当期純利益572,552千円（前期比74.7％）となりました。

－ 2 －

当事業年度の事業の状況
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企業集団の商品分類別の売上高状況 （単位：千円）

商 品 類 第56期売上高 構 成 比 第57期売上高 構 成 比

電 線 類 7,601,641 26.4％ 8,205,971 29.4％

照 明 器 具 類 5,691,173 19.7 5,899,739 21.2

配 ・ 分 電 盤 類 6,992,607 24.3 7,009,962 25.2

家 電 品 類 5,783,101 20.1 4,104,950 14.7

そ の 他 2,748,534 9.5 2,637,091 9.5

合 計 28,817,058 100.0 27,857,715 100.0

②　設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました当企業グループの設備投資

の総額は515,072千円であります。

　これは主に、平成29年12月に兵庫県神戸市へ新規開設いたしました神戸

営業所の建物及び平成29年８月に取得いたしました宇都宮営業所移転用地

等取得によるものであります。当該設備投資の資金は、自己資金及び金融

機関からの借入にて充当しております。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度において、特記すべき事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継
の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。

－ 3 －

当事業年度の事業の状況
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況
 　　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第54期

(平成27年３月期)
第55期

(平成28年３月期)
第56期

(平成29年３月期)

第57期
(当連結会計年度)
(平成30年３月期)

売 上 高 (千円) 28,531,643 29,052,134 28,817,058 27,857,715

経 常 利 益 (千円) 1,199,005 1,296,558 1,125,012 899,559

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(千円) 731,778 791,229 766,702 572,552

１株当たり当期純利益(円) 83.08 89.83 87.05 65.00

総 資 産 (千円) 22,924,197 22,334,277 22,995,113 23,672,881

純 資 産 (千円) 9,315,512 9,883,357 10,437,812 10,823,291

１ 株 当 た り 純 資 産 額(円) 1,057.60 1,122.08 1,185.03 1,228.81

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社木村電気工業 49,900千円 100.0％
有線・無線・通信用産業用各種
高周波同軸コネクタの製造

(4) 対処すべき課題

　今後の当企業グループを取巻く経営環境は、公共投資や各種政策効果によ

り企業収益は改善が期待されるものの民間設備投資については不透明な状況

が続くものと予想しております。

　このような状況において当企業グループとしましては、営業ネットワーク

網の充実を図るとともに、得意先ベースの強化、社員の教育・育成による現

場の対応力の向上により物件受注戦略の更なる推進を図ることで業績向上に

努めてまいります。

(5) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

　電気材料及び電気器具の卸売

－ 4 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容
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(6) 主要な営業所及び工場（平成30年３月31日現在）

①　当社の主要な営業所

名 称 所 在 地

本 社 東 京 都 品 川 区

東 京 営 業 所 東 京 都 品 川 区

城 西 営 業 所 東 京 都 杉 並 区

城 南 営 業 所 東 京 都 世 田 谷 区

城 北 営 業 所 東 京 都 練 馬 区

渋 谷 営 業 所 東 京 都 渋 谷 区

池 袋 営 業 所 東 京 都 板 橋 区

台 東 営 業 所 東 京 都 台 東 区

王 子 営 業 所 東 京 都 北 区

蒲 田 営 業 所 東 京 都 大 田 区

多 摩 営 業 所 東 京 都 三 鷹 市

大 宮 営 業 所 埼 玉 県 さ い た ま 市

所 沢 営 業 所 埼 玉 県 入 間 郡

川 越 営 業 所 埼 玉 県 川 越 市

川 口 営 業 所 埼 玉 県 川 口 市

越 谷 営 業 所 埼 玉 県 越 谷 市

坂 戸 営 業 所 埼 玉 県 鶴 ヶ 島 市

熊 谷 営 業 所 埼 玉 県 熊 谷 市

宇 都 宮 営 業 所 栃 木 県 宇 都 宮 市

横 浜 営 業 所 神 奈 川 県 横 浜 市

横 浜 中 央 営 業 所 神 奈 川 県 横 浜 市

横 浜 南 営 業 所 神 奈 川 県 横 浜 市

京 浜 営 業 所 神 奈 川 県 横 浜 市

川 崎 営 業 所 神 奈 川 県 川 崎 市

川 崎 北 営 業 所 神 奈 川 県 川 崎 市

町 田 営 業 所 東 京 都 町 田 市

八 王 子 営 業 所 東 京 都 八 王 子 市

相 模 原 営 業 所 神 奈 川 県 相 模 原 市

湘 南 営 業 所 神 奈 川 県 藤 沢 市

－ 5 －

主要な営業所及び工場
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名 称 所 在 地

城 東 営 業 所 東 京 都 葛 飾 区

江 東 営 業 所 東 京 都 江 東 区

埼 京 営 業 所 東 京 都 足 立 区

千 葉 営 業 所 千 葉 県 千 葉 市

船 橋 営 業 所 千 葉 県 船 橋 市

松 戸 営 業 所 千 葉 県 松 戸 市

札 幌 営 業 所 北 海 道 札 幌 市

札 幌 東 営 業 所 北 海 道 札 幌 市

釧 路 営 業 所 北 海 道 釧 路 市

函 館 営 業 所 北 海 道 函 館 市

仙 台 営 業 所 宮 城 県 仙 台 市

郡 山 営 業 所 福 島 県 郡 山 市

八 戸 営 業 所 青 森 県 八 戸 市

名 古 屋 営 業 所 愛 知 県 名 古 屋 市

静 岡 営 業 所 静 岡 県 静 岡 市

沼 津 営 業 所 静 岡 県 沼 津 市

富 士 営 業 所 静 岡 県 富 士 市

豊 橋 営 業 所 愛 知 県 豊 橋 市

藤 枝 営 業 所 静 岡 県 藤 枝 市

浜 松 営 業 所 静 岡 県 浜 松 市

大 阪 営 業 所 大 阪 府 大 阪 市

大 阪 南 営 業 所 大 阪 府 大 阪 市

神 戸 営 業 所 兵 庫 県 神 戸 市

福 岡 営 業 所 福 岡 県 福 岡 市

熊 本 営 業 所 熊 本 県 熊 本 市

小 倉 営 業 所 福 岡 県 北 九 州 市

②　子会社の主要な営業所及び工場

名 称 所 在 地

株式会社木村電気工業　本社 東 京 都 北 区

株式会社木村電気工業　工場 茨 城 県 鉾 田 市

－ 6 －

主要な営業所及び工場
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(7) 使用人の状況（平成30年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

380名 ９名減

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

368名 10名減 38.6歳 13.2年

(8) 主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,100,000千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,300,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,200,000

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 600,000

（注）株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月１日付で商号を株式会社三菱ＵＦＪ銀

行に変更いたしました。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 7 －

使用人の状況、主要な借入先、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成30年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 35,328,000株

②　発行済株式の総数 8,832,000株

③　株　 　主 　　数 4,020名

④  大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

河 　 　 　 合 　 　 　 日 　 出 　 雄 2,651千株 30.1％

河 　 　 　 合 　 　 　 き 　 よ 　 子 264 3.0

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

182 2.1

田 中 商 事 従 業 員 持 株 会 181 2.1

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

156 1.8

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ５ ）

119 1.4

河 　 　 　 合 　 　 　 宏 　 　 　 美 114 1.3

森 　 　 　 田 　 　 　 　 　 　 　 健 113 1.3

ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　クライアント
オムニバス　アカウント　オーエムゼロツー　５０５００２
（常 任 代 理 人 　 株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 決 済 営 業 部）

98 1.1

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 １ ）

96 1.1

（注）持株比率は自己株式（24,025株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

   該当事項はありません。

－ 8 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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(3) 会社役員の状況

①　取締役の状況（平成30年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 鳥 谷 部 　 　 　 毅

専 務 取 締 役 安 部 安 生 営業本部長

常 務 取 締 役 春 日 国 敏 管理本部長兼経理部長兼経営企画室長

取 締 役 山 口 　 智 仕入部長兼営業管理室長

取 締 役 伊 藤 　 淳 東京第一営業部長

取 締 役 玉 木 　 修 東海営業部長

取締役（監査等委員・常勤） 早 川 益 男

取締役（監査等委員） 福 田 大 助 弁護士

取締役（監査等委員） 川 本 典 行 税理士

（注）１．取締役（監査等委員）福田大助氏及び川本典行氏は、社外取締役であります。
　なお、当社は、取締役（監査等委員）川本典行氏を東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２．取締役（監査等委員）川本典行氏は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度
の知見を有しております。

　・取締役（監査等委員）川本典行氏は、税理士の資格を有しております。
３．当社は、監査等委員の監査・監督機能を強化し、日常的な情報収集及び重要な社内会

議への出席による情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能に
するため、早川益男氏を常勤の監査等委員として選定しております。

②　事業年度中に退任した取締役

氏　　名 退任日 退任事由
退任時の地位・担当及び

重要な兼職の状況

南部　富男 平成29年６月23日 辞任 取締役（監査等委員・常勤）

－ 9 －

会社役員の状況
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③　取締役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

6名
(－）

98,431千円
(－)

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）

（ う ち 社 外 取 締 役 ）

4
(2)

9,950
(4,550)

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

10
(2)

108,381
(4,550)

(注)１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、平成28年６月29日開催の第55回定時株主

総会において、年額2億1,600万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いた

だいております。

３．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、平成28年６月29日開催の第55回定時株主総会に

おいて、年額2,400万円以内と決議いただいております。

４．支給額には、以下のものが含まれております。

・当事業年度中に役員賞与として未払金に計上した金額

取締役（監査等委員を除く）　６名 17,500千円

取締役（監査等委員）　　　　３名 750千円（うち社外取締役　２名　350千円）

・当事業年度における退職慰労引当金の繰入額

取締役（監査等委員を除く）　６名 13,000千円

取締役（監査等委員）　　　　１名 200千円

５.上記のほか、平成29年６月23日開催の第56回定時株主総会決議に基づき、同総会終結の

時をもって退任した取締役（監査等委員）に対し支払った役員退職慰労金は以下のとおり

であります。

・取締役（監査等委員）１名に対し200千円

（金額には、過年度の事業報告において役員の報酬等の総額に含めた役員退職慰労引当金

の繰入額として、取締役（監査等委員）１名200千円が含まれております。）

－ 10 －
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④　責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外取締役である福田大助氏及び川本典行氏との間で、会社法

第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定

する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、

会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

⑤　社外役員に関する事項

ィ　社外取締役の重要な兼職の状況(他会社の業務執行者である場合）

該当事項はありません。

ロ　社外取締役（監査等委員）の重要な兼職の状況(他会社の社外役員であ

る場合）

該当事項はありません。

－ 11 －
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⑥　社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役
（監査等委員）

福 田 　 大 助

当事業年度開催の取締役会17回のうち17回出席し、必要に応

じ、主に弁護士としての専門知識的見地から、取締役会にお

いて、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため

の発言を行っております。また、監査等委員会14回のうち14

回出席し、主に当社のコンプライアンス面について適宜、必

要な発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員）

川 本 　 典 行

当事業年度開催の取締役会17回のうち17回出席し、必要に応

じ、主に税理士としての専門知識的見地から、取締役会にお

いて、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため

の発言を行っております。また、当事業年度開催の監査等委

員会14回のうち13回出席し、主に当社の内部統制システムに

ついて適宜、必要な発言を行っております。

(4) 会計監査人の状況

①　名称

東陽監査法人

②  報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額

18,000

 (注)  当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年

度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

      なお、監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検討を行ったうえで、会計監査人

の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

－ 12 －
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③  会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

 監査等委員会は、会社都合の場合の他以下の事由が生じた場合に、取締

役会に対し、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を株主総会に付議

するよう請求いたします。

イ．会計監査人が会社法第340条第１項に定められている解任事由に該

当する状況にあり、かつ改善の見込みがないと判断された場合

ロ．監督官庁から監査業務停止処分を受ける等当社の監査業務に重大な支

障をきたす事態が生じた場合等

④　責任限定契約の内容の概要

 当社は、現行定款において、会計監査人との間に責任限定契約に関する

規定を設けております。当該定款に基づき、当社が会計監査人と締結した

責任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。

（会計監査人の責任限定契約）

　会計監査人は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、そ

の職務を行うにあたり善意且つ重大な過失がなかった場合は、法令に定め

る最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負うものとする。

(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

①　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　平成30年３月31日現在、当社が取締役会において定めている取締役の職務

の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業

務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりで

あります。

　イ．当社及びその子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制

　当社及びその子会社は、企業倫理綱領をはじめとするコンプライアン

ス体制にかかる規定を役職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動

をとるための行動規範とする。また、その徹底を図るため、当社総務部

においてコンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、社

会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、

組織として、毅然とした態度で臨み一切の関係を遮断することを定め、

同部を中心に役職員教育等を行う。

－ 13 －
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　当社内部監査室は、総務部と連携の上、コンプライアンスの状況を監

視する。これらの活動は定期的に取締役会及び監査等委員会に報告され

るものとする。法令上疑義のある行為について従業員が直接情報提供を

行う手段としてホットラインを設置・運営する。

　ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、文書取扱規程、文書保存規程、機密保持規程、その他文書及

び情報に関する規程（以下、関連規程等という）に従い、取締役の職務

執行に係る情報を文書又は電磁的媒体（以下、文書等という）に記録し、

保存する。取締役は、関連規程等により、常時これらの文書などを閲覧

できるものとする。

　ハ．当社及びその子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社及びその子会社は、コンプライアンス、災害、品質、情報セキュ

リティ等に係るリスクについては、それぞれの会社にて、規則・ガイド

ラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、

組織的横断的リスク状況の監視及び全社的対応は当社総務部が行うもの

とする。新たに生じたリスクについては当社取締役会において速やかに

対応責任者となる取締役を定める。

　ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は取締役、社員が共有する全社的な目標を定め、業務担当取

締役はその目標達成のために各部門の具体的目標及び会社の権限分配・

意思決定ルールに基づく権限分配を含めた効率的な達成方法を定め、Ｉ

Ｔを活用して取締役会にて定期的に進捗状況をレビューし、改善を促す

ことを内容とする全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築する。

　ホ．当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する

ための体制

　当社は、当社の子会社の経営意思を尊重しつつ、企業集団における経

営効率の向上を図るため当社が定める子会社管理規程に基づき、一定の

事項については当社に事前協議を求めるとともに、当社の子会社の経営

内容を的確に把握するための関係資料等の提出を求め、必要に応じて当

社が当該子会社に対し指導を行うことにより、当社の子会社の経営管理

を行う。

　当社取締役会には当社子会社の社長を定期的に参加させ、その経営状

況のモニタリングを適宜行う。また、当社は業務の適正性を確保するた

めに、内部監査室が業務監査活動を行うとともに、当社グループの各部

門との情報交換を定期的に実施する。

－ 14 －
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　ヘ．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項並びにその使用

人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する

事項

　監査等委員会は、内部監査室所属の職員に監査業務に必要な事項を命

令することができるものとし、監査等委員会より監査業務に必要な命令

を受けた職員はその命令に関して、取締役（監査等委員である取締役を

除く。）、内部監査室長等の指揮命令を受けないものとする。

　ト．当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに

その子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受け

た者が当社の監査等委員会に報告するための体制、その他の監査等委員

会への報告に関する体制

　当社監査等委員は、取締役会のほか経営会議などの重要な会議に出席

し、適宜意見を述べるとともに、主要な稟議書及び業務執行に関する重

要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役（監査等委員である取締役を除

く。）又は使用人等に対して報告を求める。

　当社及び子会社の取締役又は使用人は、監査等委員会に対して、法定

事項に加え、会社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コ

ンプライアンス・ホットラインによる通報状況及びその内容を速やかに

報告する。監査等委員会は内部監査室及び会計監査人と連携して問題点

の把握・改善勧告等を行う。

　チ．前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱い

を受けないことを確保するための体制

　監査等委員会への報告をした者が、当該報告をしたことを理由に不利

益な取扱いを受けないことを「企業倫理綱領」に明記し、当社及びグル

ープ会社の取締役及び使用人等に周知徹底する。

　リ．監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項

　監査等委員が、その職務の執行について生じる費用の前払などの請求

をしたときは、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた

場合を除き、当社は速やかに当該請求に応じるものとする。

　ヌ．その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保する

ための体制

　監査等委員会と代表取締役会長、代表取締役社長との間の定期的な意

見交換会を設定する。

－ 15 －
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　ル．財務報告の信頼性を確保するための体制

　金融商品取引法に定める財務計算に関する書類その他の情報の適正性

を確保するため、社内規程を制定し、当該規程に基づき、財務報告に係

る内部統制の構築、評価及び報告に関し適切な運営を図るとともに、そ

の評価結果を取締役会に報告する。

②　業務の適正を確保するための体制の運用状況

イ．コンプライアンスについては、当社及びその子会社の役職員に対して、

　企業倫理綱領の再確認となる社内研修を開催するなど、コンプライアン

　ス意識の浸透を図っております。

ロ．当社及びその子会社の事業の報告については、定期的に当社取締役会

　のみならず社内の重要な会議で報告がなされ、改善が必要な課題等が発

　生した場合には適時関係部署への指示を行っております。

ハ．金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の有効性の評価を実

　施し、当事業年度において重大な違反は見当たらず、内部統制は適切に

　運用されています。
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(6)剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして位

置づけ、中長期的な視野に立った事業展開を推進することにより、グループ

全体での企業価値向上に努めております。

　配当につきましては、継続的かつ安定的に実施していくことを基本としつ

つ、各期の業績、経済状況に内部留保の状況、資本政策等を総合的に勘案し

て決定してまいります。

　内部留保資金につきましては、将来の成長のために必要な投資等に充てる

ことを通じて、収益力の向上に努めるとともに、財務体質の改善・強化を進

めてまいります。

　また、業績に応じた利益配分を考慮する上で、基準とする配当性向につき

ましては、当面の間、原則として親会社株主に帰属する当期純利益の20％か

ら30％程度を目安といたします。

　剰余金の配当につきましては、会社法第459条第１項及び第460条第１項に

基づき、取締役会の決議によって定める旨を定款に定めております。

　これに基づき、定款に定める基準日である中間及び期末に、年２回の配当

を取締役会決議により実施することを基本としております。それ以外を基準

日とする配当を行う場合には、別途取締役会にて基準日を設定したうえで行

います。

　当事業年度の期末配当金につきましては、上記の基本方針等を勘案し、当

社定款の規定に基づき、平成30年５月９日開催の取締役会にて１株当たり10

円、効力発生日を平成30年６月25日とする決議をいたしました。これにより、

すでに実施いたしました中間配当金１株当たり10円を加えました年間配当金

は、１株当たり20円となります。

(注) 本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表

示しております。ただし、比率の表示については四捨五入を行っております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成30年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

 （ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

借 地 権

そ の 他

投資その他の資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

12,171,934

2,120,525

7,623,623

556,080

1,537,967

424

40,559

69,282

232,362

△8,890

11,500,947

10,570,875

2,914,507

7,216,209

440,158

287,673

183,254

104,419

642,397

447,298

327,661

△132,562

流 動 負 債 11,320,042

支払手形及び買掛金 4,901,142

短 期 借 入 金 5,270,000

未 払 法 人 税 等 219,302

賞 与 引 当 金 104,288

そ の 他 825,308

固 定 負 債 1,529,548

退職給付に係る負債 1,357,657

役員退職慰労引当金 63,500

そ の 他 108,390

負 債 合 計 12,849,590

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 10,784,432

資 本 金 1,073,200

資 本 剰 余 金 951,153

利 益 剰 余 金 8,773,953

自 己 株 式 △13,875

その他の包括利益累計額 38,859

その他有価証券評価差額金 23,240

退職給付に係る調整累計額 15,618

純 資 産 合 計 10,823,291

資 産 合 計 23,672,881 負 債 ・ 純 資 産 合 計 23,672,881

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金               額

売 上 高 27,857,715

売 上 原 価 23,441,578

売 上 総 利 益 4,416,136

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,525,324

営 業 利 益 890,811

営 業 外 収 益

受 取 利 息 6

受 取 配 当 金 12,932

そ の 他 8,795 21,734

営 業 外 費 用

支 払 利 息 12,986 12,986

経 常 利 益 899,559

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 5,283 5,283

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 139 139

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 904,704

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 348,719

法 人 税 等 調 整 額 △16,567 332,152

当 期 純 利 益 572,552

親会社株主に帰属する当期純利益 572,552

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（ 平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,073,200 951,153 8,421,602 △13,816 10,432,139

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △220,200 △220,200

親会社株主に帰属する
当期純利益

572,552 572,552

自己株式の取得 △58 △58

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 352,351 △58 352,292

当期末残高 1,073,200 951,153 8,773,953 △13,875 10,784,432

その他の包括利益累計額

純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金
退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益 累 計 額 合 計

当期首残高 21,470 △15,797 5,673 10,437,812

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △220,200

親会社株主に帰属する
当期純利益

572,552

自己株式の取得 △58

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額)

1,770 31,416 33,186 33,186

連結会計年度中の変動額合計 1,770 31,416 33,186 385,479

当期末残高 23,240 15,618 38,859 10,823,291

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

イ．連結子会社の数　　　　　　　　１社

ロ．主要な連結子会社の名称　　　　株式会社木村電気工業

②　非連結子会社の状況

イ．主要な非連結子会社の名称　　　八汐電気株式会社

ロ．連結の範囲から除いた理由　　　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及

ぼしていないためであります。

(2）持分法の適用に関する事項

　持分法を適用しない非連結子会社の名称等

イ．非連結子会社の名称　　　　　　八汐電気株式会社

ロ．持分法を適用しない理由　　　　持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品、製品、仕掛品、原材料　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切り下げの方法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切り下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　　　当社及び連結子会社は定率法によっております。

（リース資産を除く）　　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額

法によっております。

ロ．無形固定資産　　　　　　　　　定額法によっております。

（リース資産を除く）

ハ．リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。
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③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　　当社及び連結子会社の従業員の賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担す

べき額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る負債の計上基準　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末における見込額に基づき、

退職給付債務を計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整

の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額

の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込

額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。

また、執行役員の退職給付に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式にて処

理しております。

２．連結貸借対照表に関する注記

(1)有形固定資産の減価償却累計額 4,535,915千円

(2) 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期

末残高に含まれております。

　　　受取手形

　　　電子記録債権

206,151千円

1,723

　　　支払手形 216,505
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 8,832千株 －千株 －千株 8,832千株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．平成29年５月12日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 132,120千円

・１株当たり配当額 15円

・基準日 平成29年３月31日

・効力発生日 平成29年６月26日

ロ．平成29年11月６日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 88,079千円

・１株当たり配当額 10円

・基準日 平成29年９月30日

・効力発生日 平成29年12月８日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

　　平成30年５月９日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 88,079千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 10円

・基準日 平成30年３月31日

・効力発生日 平成30年６月25日

４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　①　金融商品に対する取組方針

　当企業グループは、主に電設資材の卸売りを行うため、運転資金及び設備投資計画に照

らして、必要な資金を調達しております。また、資金調達については資本コスト等を考慮

し、原則銀行借入による方針です。

　②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒され

ております。

　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒

されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日でありま

す。

　短期借入金は、主に運転資金及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、金

利の変動リスクに晒されております。
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　③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業管理規程に従い、営業債権について、管理部門における営業管理室が主要

な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとと

もに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し

ております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するととも

に、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

  ④　金融商品時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価格が含まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価格が変動することがあります。

(2）金融商品の時価等に関する事項

平成30年３月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1)現金及び預金 2,120,525千円 2,120,525千円 －千円

(2)受取手形及び売掛金 7,623,623 7,623,623 －

(3)電子記録債権 556,080 556,080 －

(4)投資有価証券 56,730 56,730 －

資産計 10,356,959 10,356,959 －

(1)支払手形及び買掛金 4,901,142 4,901,142 －

(2)短期借入金 5,270,000 5,270,000 －

(3)未払法人税等 219,302 219,302 －

負債計 10,390,445 10,390,445 －

(注） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　　　資　産

　　　　　　(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権

　　　　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。

　　　　  (4) 投資有価証券

　　   　 時価について、株式は取引所の価格によっております。

      負　債

　　　　　　(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、（3）未払法人税等

　　　　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。
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５．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,228円81銭

(2) １株当たり当期純利益 65円00銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

平成30年５月15日

田中商事株式会社

取締役会　御中

東  陽  監  査  法  人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 高  木  康  行 

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 浅  山  英  夫 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、田中商事株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日まで

の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表

について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ

に基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、田中商事株式会

社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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貸　借　対　照　表
（平成30年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

破 産 ・ 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金 ・ 敷 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

11,949,606

2,067,488

3,197,639

556,080

4,328,592

1,509,833

5,076

10,344

63,498

219,942

△8,890

11,562,763

10,435,346

2,835,847

56,474

6,898

88,345

25,038

7,116,309

71,245

235,186

286,509

183,254

103,254

840,907

56,730

280,866

4,308

143,334

454,191

14,166

19,872

△ 132,562

流 動 負 債 11,190,774

支 払 手 形 826,142

買 掛 金 4,046,551

短 期 借 入 金 5,200,000

リ ー ス 債 務 25,074

未 払 金 204,280

未 払 費 用 104,464

未 払 法 人 税 等 219,017

未 払 消 費 税 等 50,626

預 り 金 30,464

賞 与 引 当 金 104,040

そ の 他 380,111

固 定 負 債 1,548,234

リ ー ス 債 務 83,636

退 職 給 付 引 当 金 1,380,169

役員退職慰労引当金 63,500

そ の 他 20,928

負 債 合 計 12,739,008

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 10,750,120

資  　 本 　  金 1,073,200

資  本  剰  余  金 951,153

資 本 準 備 金 951,153

利  益  剰  余  金 8,739,642

利 益 準 備 金 125,000

その他利益剰余金 8,614,642

固定資産圧縮積立金 44,113

別 途 積 立 金 7,648,000

繰越利益剰余金 922,529

自  己  株  式 △13,875

評価・換算差額等 23,240

その他有価証券評価差額金 23,240

純 資 産 合 計 10,773,360

資 産 合 計 23,512,369 負 債 ・ 純 資 産 合 計 23,512,369

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金　　　　　　　　額

売 上 高 27,622,708

売 上 原 価 23,304,767

売 上 総 利 益 4,317,940

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,416,416

営 業 利 益 901,523

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 12,939

そ の 他 5,883 18,822

営 業 外 費 用

支 払 利 息 12,724 12,724

経 常 利 益 907,621

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 5,283 5,283

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 139 139

税 引 前 当 期 純 利 益 912,766

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 348,149

法 人 税 等 調 整 額 △15,515 332,634

当 期 純 利 益 580,132

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,073,200 951,153 951,153 125,000 44,113 7,148,000 1,062,597 8,379,710

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 500,000 △500,000 －

剰余金の配当 △220,200 △220,200

当期純利益 580,132 580,132

自己株式の取得

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － － 500,000 △140,068 359,931

当 期 末 残 高 1,073,200 951,153 951,153 125,000 44,113 7,648,000 922,529 8,739,642

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △13,816 10,390,247 21,470 21,470 10,411,717

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △220,200 △220,200

当期純利益 580,132 580,132

自己株式の取得 △58 △58 △58

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額(純額)

1,770 1,770 1,770

事業年度中の変動額合計 △58 359,873 1,770 1,770 361,643

当 期 末 残 高 △13,875 10,750,120 23,240 23,240 10,773,360

（注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切り下げの方法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切り下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平

成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については定額法によっております。

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法によっております。

（リース資産を除く）

③　リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　長期前払費用　　　　　　　　　定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のう

ち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日に

おける退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ

り翌事業年度から処理しております。

また、執行役員の退職給付に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

－ 30 －
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④　役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

①　退職給付に係る会計処理方法　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の

方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方

法と異なっております。

②　消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,269,046千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

　　　短期金銭債権 16,646千円

　　　短期金銭債務 2,514

(3) 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含

まれております。

　　　受取手形

　　　電子記録債権

202,445千円

1,723

　　　支払手形 216,505

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

　　　売上高 130,323千円

　　　仕入高 24,585

－ 31 －
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４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 23,945株 80株 －株 24,025株

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産

　退職給付引当金 422,607千円

　役員退職慰労引当金 19,443

　貸倒引当金 43,312

　賞与引当金 31,857

  未払事業税 13,212

  その他 119,971

繰延税金資産小計 650,405

評価性引当額 △102,989

繰延税金資産合計 547,415

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 10,257

　固定資産圧縮積立金 19,468

繰延税金負債合計 29,725

繰延税金資産の純額 517,690

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,223円14銭

(2) １株当たり当期純利益 65円86銭

－ 32 －
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計算書類に係る会計監査報告

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成30年５月15日

田 中 商 事 株 式 会 社

取締役会　御中

東 陽 監 査 法 人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 高  木  康  行 

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 浅  山  英  夫 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、田中商事株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの

第57期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ

いて監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及

び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査等委員会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第57期

事業年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方

法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる

事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されて

いる体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構

築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部

統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から

その職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務

及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の

取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて

子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管

理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい

る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。

－ 34 －

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果
(1) 　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の
状況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定
款に違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であ
ると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の
記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。

(2) 　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

　す。

(3)　 連結計算書類の監査結果
　　会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

　す。

平成30年５月18日

田中商事株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 早 川 益 男 

監 査 等 委 員 福 田 大 助 

監 査 等 委 員 川 本 典 行 

（注）　監査等委員福田大助及び川本典行は、会社法第２条第15号及び
第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上

－ 35 －

監査等委員会の監査報告
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 　　　　　　　　　株主総会参考書類

第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（６名）は、本総会終結の時

をもって任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役

を除く。）６名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

１

とり

鳥
や

谷
べ

部
 

　
 

　
 

　
つよし

毅
(昭和44年11月13日生)

昭和63年３月　当社入社

平成19年６月　当社首都圏第一営業部長　　　

兼東京営業所長

平成20年４月　当社営業本部長

平成20年６月　当社取締役営業本部長

平成23年６月　当社代表取締役社長　　　　　

兼営業本部長

平成25年10月　当社代表取締役社長

　　　　　　　（現在に至る）

7,190株

[取締役候補者とした理由]

　取締役就任後、主に営業本部長として業績の向上を牽引した実績を有しております。代表取

締役就任後は当社グループの経営を、強いリーダーシップでグループ全体を牽引してまいりま

した。幅広い経験に基づく高い見識を備えている点を踏まえ、今後もその経験を活かし、経営

手腕が発揮されることを期待するものです。

２

あ

安
べ

部
やす

安
お

生
(昭和43年10月15日生)

昭和62年３月　当社入社

平成11年10月　当社東北営業部長

　　　　　　　兼仙台営業所長

平成15年２月　当社首都圏第二営業部長

平成19年３月　当社首都圏第二営業部長

　　　　　　　兼大宮営業所長

平成20年10月　当社首都圏第一営業部長

　　　　　　　兼大宮営業所長

平成24年６月　当社取締役東部地区物件担当

　　　　　　　部長兼首都圏第一営業部長

　　　　　　　兼大宮営業所長

平成25年10月　当社取締役営業本部長

平成29年１月　当社専務取締役営業本部長

　　　　　　　（現在に至る）

2,410株

[取締役候補者とした理由]

　営業部門での勤務経験を積み、取締役就任後も継続して営業部門で実績を上げ、主に営業本

部長として、当社グループの企業価値向上に尽力してまいりました。今後もその経験を活か

し、経営手腕が発揮されることを期待するものです。

－ 36 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

３

かす

春
が

日
くに

国
とし

敏
(昭和45年１月27日生)

平成６年４月　当社入社

平成16年４月　当社広報室長

平成17年４月　当社経営企画室長

平成20年６月　当社取締役経営企画室長

平成21年６月　当社取締役管理本部長兼経理

　　　　　　　部長兼経営企画室長

平成24年６月　当社常務取締役管理本部長

　　　　　　　兼経理部長兼経営企画室長

　　　　　　　（現在に至る）

1,000株

[取締役候補者とした理由]

　管理企画部門での勤務経験を積み、取締役就任後は主に管理本部長、経理部長、経営企画室

長を担当し、当社グループの企業価値向上に尽力していることから、今後もその幅広い知識と

経験を活かし、経営手腕が発揮されることを期待するものです。

４

やま

山
ぐち

口
 

　
さとし

智
(昭和39年11月２日生)

昭和60年３月　当社入社

平成15年２月　当社東北営業部長

平成18年10月　当社東北営業部長

　　　　　　　兼仙台営業所長

平成19年10月　当社営業管理室次長

平成20年10月　当社営業管理室長

平成23年６月　当社取締役仕入部長

　　　　　　　兼営業管理室長

　　　　　　　（現在に至る）

8,700株

[取締役候補者とした理由]

　営業部門、管理部門での勤務経験を積み、取締役就任後は主に営業管理室長、仕入部長を担

当し、当社グループの企業価値向上に尽力していることから、今後もその幅広い知識と経験を

活かし、経営手腕が発揮されることを期待するものです。

－ 37 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

５

い

伊
とう

藤 　
じゅん

淳
(昭和44年９月22日生)

平成３年４月　当社入社

平成18年８月　当社東海営業部長　　　　　　

兼豊橋営業所長

平成20年７月　当社東海営業部長

　　　　　　　兼浜松営業所長

平成24年６月　当社取締役西部地区物件担当

　　　　　　　部長兼東海営業部長

　　　　　　　兼浜松営業所長

平成25年10月　当社取締役西日本物件担当

　　　　　　　部長兼東海営業部長

平成28年４月　当社取締役中央地域物件担当

　　　　　　　部長兼首都圏中央第一営業部長

平成29年４月　当社取締役東京第一営業部長

　　　　　　　（現在に至る）

1,300株

[取締役候補者とした理由]

　営業部門での勤務経験を積み、取締役就任後は主に営業部長として、当社グループの企業価

値向上に尽力していることから、今後もその幅広い知識と経験を活かし、経営手腕が発揮され

ることを期待するものです。

６

たま

玉
き

木
 

　
おさむ

修
(昭和48年３月22日生)

平成７年４月　当社入社

平成19年５月　当社首都圏第五営業部長　　　

兼城東営業所長

平成20年４月　当社首都圏第一営業部長　　　

兼東京営業所長

平成22年９月　当社東京中央営業部長

兼東京営業所長

平成24年６月　当社取締役中央地区物件担当

　　　　　　　部長兼東京中央営業部長

　　　　　　　兼東京営業所長

平成25年10月　当社取締役東日本物件担当

　　　　　　　部長兼東京中央営業部長

平成28年４月　当社取締役西部地域物件担当

　　　　　　　部長兼東海営業部長

平成29年４月　当社取締役東海営業部長

　　　　　　　（現在に至る）

1,200株

[取締役候補者とした理由]

　営業部門での勤務経験を積み、取締役就任後は主に営業部長として、当社グループの企業価

値向上に尽力していることから、今後もその幅広い知識と経験を活かし、経営手腕が発揮され

ることを期待するものです。

（注）各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

－ 38 －

取締役選任議案
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第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

　監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了と

なります。

　つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じ

ます。なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴､当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当
社株式の数

１

はや

早
かわ

川
ます

益
お

男
(昭和25年１月10日生)

昭和48年３月　当社入社

平成５年４月　当社郡山営業所長

平成11年４月　当社札幌営業所課長

平成14年10月　当社大宮営業所課長

平成24年４月　当社内部監査室長

平成29年６月　当社取締役（監査等委員）

　　　　　　　（現任）

10,600株

[監査等委員である取締役候補者とした理由]

　営業所長、内部監査室長としての経験を有することから豊富な知見を有しており、監査等委

員である取締役として、当社経営の重要事項の決定および業務執行に対する監督等、適切な役

割を果たしていることから、監査等委員である取締役候補者といたしました。

２

ふく

福
だ

田
だい

大
すけ

助
(昭和30年10月27日生)

昭和55年４月　日本航空株式会社入社

平成２年４月　第一東京弁護士会に弁護士登録

平成10年６月　当社社外監査役

平成28年６月　当社社外取締役（監査等委員）

　　　　　　　（現任）

0株

[監査等委員である取締役候補者とした理由]

　弁護士としての職務を通じて培われた法務・コンプライアンスに関する専門的な知識および

豊富な経験を有しており、監査等委員である社外取締役として、当社経営の重要事項の決定お

よび業務執行に対する監督等、適切な役割を果たしていることから、監査等委員である取締役

候補者といたしました。

－ 39 －

監査等委員である取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴､当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当
社株式の数

３

かわ

川
もと

本
のり

典
ゆき

行
(昭和30年４月８日生)

昭和55年３月　唐沢公認会計士事務所入所

昭和61年３月　税理士登録

平成11年４月　川本会計事務所開設

平成20年６月　当社社外監査役

平成28年６月　当社社外取締役（監査等委員）

　　　　　　　（現任）

0株

[監査等委員である取締役候補者とした理由]

　税理士としての職務を通じて培われた財務・会計に関する専門的な知識および豊富な経験を

有しており、監査等委員である社外取締役として、当社経営の重要事項の決定および業務執行

に対する監督等、適切な役割を果たしていることから、監査等委員である取締役候補者といた

しました。

　また、東京証券取引所の定めている独立役員の独立性に関する判断基準のいずれにも該当せ

ず、一般株主と利益相反が生じるおそれがないと判断し、当社の独立役員としました

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．福田大助氏及び川本典行氏は、社外取締役候補者であります。

　　なお、当社は、川本典行氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。

(1) 福田大助氏につきましては、弁護士としての専門的な知識・経験等を当社の経営に

　　活かしていただきたいため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

　　なお、同氏は社外役員となること以外の方法で直接会社経営に関与した経験はあ

　　りませんが、弁護士としての専門知識に基づき、当社の監査等委員である社外取締

役として様々な問題提起を積極的に行っていただきました。引き続き同氏の知識

を活かして監査等委員である社外取締役としての職務を適切に遂行していただけ

るものと判断しております。

(2) 川本典行氏につきましては、税理士としての専門的な知識・経験等を当社の経営に

　　活かしていただきたいため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

なお、同氏は社外役員となること以外の方法で直接会社経営に関与した経験はあ

りませんが、税理士としての専門知識に基づき、当社の監査等委員である社外取締

役として様々な問題提起を積極的に行っていただきました。引き続き同氏の知識を

活かして監査等委員である社外取締役として職務を適切に遂行していただけるもの

と判断しております。

３．福田大助氏及び川本典行氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役であります

が、両氏の在任期間は、本総会の終結の時をもって２年であります。なお、両氏は、

過去に当社の業務執行者でない監査役であったことがあります。

４．福田大助及び川本典行の各氏の選任が原案どおり承認された場合には、当社定款及び

　　会社法第427条第1項の規定により、損害賠償責任を法令の定める最低責任限度額に限

　　定する契約を締結しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

－ 40 －

監査等委員である取締役選任議案
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第57回定時株主総会会場ご案内図

会場…東京都品川区南大井三丁目２番２号

　　　当本社　７階　多目的ホール

TEL（03）3765－5211（大代表）

◎京浜急行線　大森海岸駅　徒歩（品川寄り）５分

◎JR京浜東北線　大森駅　徒歩10分
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